第１６章　府民所得
概況
　昭和52年度の日本経済は、53年に入って景気の明るさにやや拡がりがみられるものの、年度全体としてはより一層の景気浮揚を目指した公共事業の上乗せや、公定歩合の再引き下げが行われたにもかかわらず、景気の回復感は浸透せず、又、年央以降の急激な円高の影響も加わって、生産活動、特に製造業での業種間の業績にバラツキが目立った。更に、賃金は低い伸びに抑えられ、雇用情勢も依然厳しい状況が続き、加えて在庫調整が一層の進展をみるなど、石油危機以後の先行き不確実な時代に対する企業の苦闘を顕著に現わしていた。この結果、52年度の国民総生産（ＧＮＰ、旧国民所得統計速報値）は名目188兆円、実質（45年基準）は104兆円となり。成長率は名目11.3パーセント、実質5.4パーセントであった。
　一方、大阪経済の動きを府内総生産でみると、名目16兆8,700億円、実質９兆1,700億円で、成長率は名目7.4パーセント、実質2.4パーセントであった。これまでのピークである48年度の生産水準（実質９兆4,500億円）に近付きつつあるものの、全国に比べると依然回復力は下回っている。
府内純生産
　52年度の府内の生産活動は、再三にわたる公定歩合の引き下げや公共工事の前倒し発注などの景気対策にもかかわらず、素材関連産業を中心に依然として停滞色が強く、特に年央以降の円相場の急騰は輸出関連産業に深刻な打撃を与えた。そのため、府内純生産は14兆2,000億円、対前年度比6.7パーセント増にとどまり、51年度の伸び（10.0パーセント増）を下回った。又、全国（52年度8.9パーセント増）と比べても産業活動の回復は遅れている。
　産業別にみると、府内純生産の38パーセントを占める第２次産業（52年度の伸びは3.6パーセント増）、特に製造業の低迷が目立ち、その結果、第３次産業（同8.7パーセント増）のウェイトが年々高くなってきている。
　製造業は2.9パーセントの伸びにとどまり、51年度の伸び（8.7パーセント増）をかなり下回った。建設業は、民間住宅建設の堅調な推移と公共工事の活発化によって、51年度（2.0パーセント増）を大幅に上回る7.5パーセントの増加となった。
　次に、広域流通機能を支え、大阪経済で重要な役割を果す卸・小売業は、6.6パーセント増と51年度（6.9パーセント増）に比べほぼ同じような伸びにとどまった。これは、卸売業の中で大きなウェイトを占める総合商社と繊維問屋の伸び悩みが一因をなしていると考えられる。金融・保険・不動産業は、数次にわたる貸出金利の低下により預金金利との差が縮小したため、銀行等の収益が悪化したことに伴って、51年度（12.7パーセント増）を若干下回る8.5パーセント増となった。また、電気・ガス・水道業も、電気、水道料金が据え置かれたため、15.8パーセント増と51年度の34.4パーセント増に比べて伸びは半減した。
府民所得の分配
　52年度の府民所得は13兆6,200億円で、前年度比6.9パーセント増となったが、51年度の9.1パーセント増よりも伸びは鈍化した。
　内訳をみると、雇用者所得は51年度の10.2パーセント増に対し、52年度は8.6パーセント増にとどまった。これは、52年度中も雇用と賃金に目立った改善がなく、厳しい状態のまま推移したためである。
　個人業主所得は0.3パーセント増で、51年度とほぼ同じ水準となった。一方、財産所得は7.1パーセント増にとどまり、51年度（11.1パーセント増）に比べ伸びは低下した。これは、企業の収益不振により配当所得の伸びが大幅に下落したうえ、利子所得も預金金利の引き下げに伴って、51年度に比べ伸びが鈍化したためである。
　次に、法人所得は3.5パーセント増と51年度（10.9パーセント増）を下回り、このため、法人留保は12.8パーセント減となり、51年度の12.9パーセント増から一転してマイナスの伸びとなった。
府内総支出
　52年度の府内総支出は、名目16兆8,600億円、実質９兆1,700億円となった。個人消費支出が堅調な伸びを示し、又、景気回復をねらった積極財政政策の下で高い伸びを示した財政投資や、根強い住宅需要に支えられた民間住宅建設の順調な伸びにもかかわらず、在庫投資の大幅な落ち込みにより、府内総支出の伸びは名目で7.4パーセント増（51年度10.0パーセント増）にとどまった。しかし、円高による輸入品価格の低下の影響を受けて、52年の卸売物価が1.1パーセントの伸び（51年は7.0パーセント増）にとどまり、又、この卸売物価の鎮静化や賃金コストの安定から、消費者物価の上昇も7.8 パーセント増（51年は9.5パーセント増）とやや鈍化したため、名目では51年度を下回った府内総支出の伸びも、実質では2.4パーセント増と51年度（1.6パーセント増）を上回った。内訳をみると、個人消費支出は物価の鎮静化と、消費者の購買態度がやや回復してきたことに伴って、実質(3.9パーセント増）では石油危機以後で最も高い伸びとなった。
　民間住宅建設は名目で13.7パーセント増、実質で9.8パーセント増（51年度は実質3.0パーセント増）となった。これは、公庫の融資枠の拡大や貸出金利の引き下げによる住宅の購買意欲が高まったためと思われる。
　又、民間設備投資も電力、建設、サービス、卸・小売などの非製造業部門で堅調な伸びをみせたため、実質3.8パーセント増と51年度（実質0.6パーセント増）を上回った。
　一方、民間在庫投資は、名目で59.0パーセント減、実質で58.5パーセント減と大幅に落ち込んだ。これは、企業が多少の需要増があっても、先行き不安から生産の拡大に走らず、在庫調整を積極的に進めたためと思われる。
